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さらに、激しい生活破壊が押し寄せています

増税を許すな !社会保障負担許すな !

岸田政権の「所得減潮」 ? にはだまされません !
2024年度以降の激しい負担増が予定されています
その負担計画を知り、この悪政をみんなで止めましょう !

社会民主党山梨     山田  厚

はじめに  庶民増税0社会保険負担増の計画を止めよう!

いくつもの大変な負鰤 ヽ政府・独占企業団体から2024年度～25年度以降に予定されて

います。

しかし岸田政権は、予定している消費税などの庶民増税や、社会保障の保険料や、患者負担増を

表面に出さず引っ込めています。しかも、岸田政権は、この2023年の10月 になつてからは、

いきなり「所得減税」まで掲げはじめました。公明党も、同じく
「所得税の減税を」としました。

また、ここにきて自民党内の若手議員から「消費税率を引き下げる提言」もあつたとのことです。

そして10月 23日国会の所信表明で岸田首相は「税収増を還元」?の演説です。

減税は大歓迎です ! しかし全く信じられません!
なぜなら、いくつもの動きがすでにあるからです。

・この間の自民党政権が行ってきた増税や保険料負担増の年金削減の傾向を振り返る
べきです。

0この10月からも、すでにはじまつている零細経営やフリ‐ランスヘの実質消費税増税のインボ

イス制度や第二のビールの酒税引上げ、それに後期高齢者医療の負担増をみる
べきです。

。しかも政権が準備している2024年度以降の様々な増税や負担増の計画・予定があり、202

3年 6月 には防衛財源確保法も成立させています。



・政権に、もつとも直接「聞く力」をもたらす経団連などの大企業からは、防衛費や消費税率の引

き上げを求める政府要求などがあります。

・さらには、「減税 には与党内でも異論がすでにあるようです。

一一 これらのことからも政権が掲げる「減枷 とは、明らかに実質的な虚偽となります。

政権の掲げた
。
明けコとは、「内閣の不支持率の浮揚のため」でありt進行している現状とこれか

ら狙つている激しい国民負担増をおおい隠すもの他なりませれ それは一部の超富裕層と独占企業

にとっての優遇「減税」であつても、圧倒的多数の国民にとつては、厳しく搾り取られる増税であ

り社会保険の負担増です。その搾り取った財源から、わずかな「還元」をしても、本来の減税とは

言えません。

なぜ岸田政権は増税なのに「減税」を掲げるのでしょうか? それは戦後史をみても｀増税、を
主張した政権は、国民から選挙で吹き飛ばされるほどの大打撃を受けるからです。かつての「=般
消費税」も「売上税」の時もそうでした。.だから、主な政治的争点にしたくないとして「動 と

「賃上|力 まで掲げるのです。

※ もちろな 選挙対策です:しかし解散総選挙をしな輸ことも考えられます:2025年までiよ 全国
規模の国政選挙がなしヽ 機 の3年間堕です:独占企業や自民党などの体市lllR」 |よ 岸田政権に改憲や

様々な負担増や軍事拡大・改憲などの悪政をやらせるだけ、やらせて、次の連立政権に交代させるこ

とすら考えるでしょう。・・・。

とにかく、普通の国民への様々な負担増が狙われていることは確実です。それは「少子化対策」

というより、大企業への利益と膨大な軍事予算のためです。「2023～ 27年度に防衛費を43
兆円確保するため、5年間で17兆円以上を追加する」「所得税、法人税、たばこ税の増税」のこと

は、これまでも明ら力ヽこしていました。2023年 6月 には防衛財源確保法を成立させ、増税の実
施時期については明確にしないで「2024年以降の適切な時期」としていました。それを、この
10月 から「所得税減税」などと真逆なことを掲げたのですから驚きです。
インターネット上では「増税眼鏡」だけでなく「ステルス増税」などと言われているように、
｀
隠されていて、気がつけば増税・負担増、とする狙いは明らかで丸

そこで、今の私たちの生活苦と労働苦の実態をみつめ合い、2024年度～2025年度以降に
二定されている激しい負担増=庶民増税 0社会保険負担・消費税率引上げの計画 0予定を、できる

だけ拾い出さなければなりません。

まず !すでに強められてきた負担増を再確認しよう!!

生活といのちを奪う制度的な切り捨ては、すでに行われてきました。それを振り返つてみましょ

つ。



日本の低賃金傾向は独占企業のための自民党政権のこれまでの政策結果です

まず日本社会を低賃金傾向にしてきたのは、今までの政権政治と日本の独占企業の一貫した方

針と、それに抵抗できない労働運動の現状からです。

なかでも地域の賃金状態を決めるのは地域の主要職場である公務員の賃金実態からであり、「民

間の賃金準期 というより地域では「官公の賃金準拠」です。したがつて、人割院の給与勧告が公

務員労働者だけでなく民間も含めて社会全体の賃金ベースになるのです。

しかも、低賃金の非正規雇用の4割まで増やされ、正規も非正規も低賃金 0長時間過密労働にさ

れてきたので丸

世界的にも異常な日本の低賃金の実態
主要7ヶ国の名目平均年間賃金の推移 (2ooo年を100とする)
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餞所 :人事鴨「給与勧告推移」より

税と社会保障の負担増と制度破壊が政治的傾向になつています。

●高齢者への増税と社会保障の後退・負担増は20年以上連続しています
まず、先行して高齢者への負担増です。「敬老の精神」どころが「高齢者お荷物」を徹底して世

代間の分断し煽ってきました。それと共に、年金・医療・介護・税金など社会の全てで負担が強め

られています。
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年   金
。1994年厚生年金の支給年齢を60歳から65歳に繰り上げ
。2021年マクロスライド制の導入 2022年 0。 4%カット

医療制度

国保保険料 またまた上限額の31き上げで年102万円の保険料
70歳以上 2014年 より患者2割負担
75歳以上 2022年 10月より患者負担2割化
75歳以上 2022年 度から保険料弓lき上げ (制度発足以来最高額)

介護保険

利用者 2015年 度2割負担～2018年度3割負担
2021年度食費増
保険料制度発足以来最高額となり、開始保険料の2倍以上

税   金

2006年度から老齢者控除の廃止など
配偶者なしの場合 260万円年金 0円が→5万 3400円負担に
2014年消費税8%、 2019年消費税10%になる
物価高で自動的にも消費税は増税となる

義 の増税=老齢者控除の廃止・縮小は8年前からはじまっています

高齢者への増税が強められました。2006年度からの老齢者控除の税制改悪です。
260万円の一人世帯では毎年5万 3400円もの負担額となっています。

住民税 (市・都民税)の概算 (2005年度・2006年度の比較)

65歳以上で配偶者を扶養していない方

公的年金   2005年度  2006年度

160万円の場合    0円   7,200円
260万円の場合    0円  53,400円
270万円の場合  23,700円  58,100円

300万円の場合  33,300円  71,900円

65歳以上で配偶者を扶養している方

公的年金 20051F層電 20061「層電

220万円の場合 0円 4,000円

260万円の場合 0円 38,200F躍

270万円の場合

300万円の場合

・
9,600円

19,300日

42,800円

56,700F曝

表は、基礎控除、配偶者控除のみを考慮した概算 青海市ホームページより引用

後期高齢者医療では窓口負担だけでなく、保険料も負担増のが

後期高齢者1人当たり保険料調定額の推移
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資料 :厚生労働省『後期高齢者医療事業状況報告」
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責任は筒齢者なのか??後期高齢者の窓口負担では、健保組合連合会の新聞全面広告が・・・

、鍵敬 鸞武 :こ

で感い争り
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この広告文の内容をみると、あきら力ヽこ健康保険の負担強まつているのは。「高齢者が多くなっ

ているから」として、本来の原因である制度的公費削減の状態を理解していませんb明 ら力ヽこ「高

齢者お荷物」論の世代間分断の政策に取り込まれています。

新聞広告の内容

今、我が国の大きな課題であ枷 ヒ_・ F塾倉

`り

ま20.25年に、「団塊の世代」全員が後期高齢者 (75歳
以上)入り臥 2055年に|よ 国民の約4人に1スカ観 高齢者になると予測されています。高齢者の医療・介
護のこ―ズが高まり、その費用が大き<増える一方で、        を支える保険料を負担していく現役世代
の人数は少子化によって今後も減少してい<。 そのような背景の中、_現役世代の保険料負い 、ユ に増加して

いくのではないかこ私た樹重回瞑しています2_¨ る拿世代聖隆創卿蠣襲乳.■にわガ望室の底 _鄭こす

べての世代が支え含う内容でユ..oO人Ц瑯 にさらに負担させるよ神 よ。_もうゴメンで■ __誰もが

安いして公平に医療を受けられる国民皆保険制度を、確実に未来へとつないでい<。 そのための改革を、今こそ行

ってほu′、と思うので或

日本経済新聞 (2022年 10月 18日)健康保険組合連合会 全面広告

●介護保険料もすでに2倍以上の負担になっています

す
」
一輩

」
¨
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全国平均と甲府市の介護保険料の増額推移
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厚生労働省 。甲府市役所調べ (2021年5月時点)

●国民健康保険の保険料は (軽減世帯をのぞく)全体の負担増です。
1人当たり保険料調定額の推移
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(賦課限度機 が上ると、これも全体済保険者の負担増につながり‐また、国保保険料の上限額

ます。 |

国民纏無繰険料艤課限度額の推移
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110%
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●国民年金園剣帥ま負担増でも給付は引き下げられています

2003年度から2022年度の国民年金の保険料は月 13.300円から16,590円に25%も引

き上げられました。しかし保険給付額は満額支払いでも年 79万 7000円から77万 7800円 に2.

5%引き下げられています。

年金支払額と支給額の推移

130%

国民年金保険料支払額
13,300円→16,590円 (125%)

老齢基礎年金支給額

20031「                                              20221「

●ガソリンもガソリン税が大きく、それに消費税です、しかもトリガー凍結です

岸国政権は石油元売りへの補助金は6兆円と2024年 3月補助金まで延長すると表明しました。

しかし、内容的に問題があります。ガソリンの消費者価格には、

リン税の本員増税と特例税などが同一の価格で1リ ットル当たり53.8円 も課税されています。そ

のうえかかつた本体価格にガソリン税額まで含めての10%の消費税の『 2重課税』ですから、価

格が税額で大きくなります。

日本のガソリン価格構成 (1リ ットルあたり)

X

消費税 (10%)

期待されている『トリガー条項」(ガソリン価格が 160円を3か月連続で超えると、イ
ソリン税

の上乗せ分の25.1円の課税を止めるとする)ですが、2011年の東日本大震災の震災特例法で

凍結されたままです。この凍結解除だけで25.1円の引下げとなり連動して消費税も下がりま

す。それをしないで、石油元売り業者べの補助金とは、消費者からの課税でや
つているようなも

図

固定額

ガソリン税
本Rlj税率

ガソリン税
上乗せ分



のです。例えば、ガソリン1リ ットル 185。 6円の場合73.5円で約 40%は税額だから
です。

そして、補助金を受けている石油大手元売り企業はこの間大きな利益を得
ているのです

o中 高騰こそ激しいものです。東京電力をはじめとした大手電力会社
が2023年 4～6月期

の決算で、9社合わせて1兆円を超える大幅な黒字となりました。同時期には家庭
向けの電気料金

は値上げされており、その増収分が莫大な和1益に寄与して
いることは明らかです。

飲酒も喫煙も健康のためではなく税金確保のため

●¨

酒とたばこの増税も続いています。飲酒人口も減っています
が、酒類の市場に合わせて増税して

います。ビール、日本酒を減税することを口実に、庶民がも
つぱら利用していた比較的安価な発泡

酒、新ジャンル (第二のビール等)、 チユー
ハイ・サワー・フイン等が増税されています。

高瀧聰〕  t晨議提:

個〕樹鋼 31観当たり("伽銀贄絆

●たばこの増税

たばこのこれまでの増税も激しいものがあります。喫煙人口も減少していますが、
10年前まで

と比べると喫煙人口は48%に減少、20年前とは31%にも減少しているにも関わらずそれに合わ

せて限りなく増税を進めてきました。たばこ税は何回もの増税を繰り返し
一貫してほぼ2兆円の税

源を確保しています。

紙巻たばこの販売数量と、たばこ税の税収の推移
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塵国のたばこ税等の税収



「少子化対策」としながらも、子育てからも実質増税=控除廃止が… !

0年少扶養控除の廃止を元に戻すべきです。

ξ改正J前

1  所得税
: `現行 :2012年度 )

1  住民税
|(現行 :2011年誉‐■

年少i夫蓋 0毒

16歳未満の年少扶蓑
が認められない場合

年少ま央儀 0円

一般扶酪 8万だつた曝含

(3)が鉄贅挫録を認められた場合

―鰻狭機 33万たつた場合

・総与収入…各パターンでの税頼計算 (給与所得…各パターンでの税額計算 来控除
=1算
の税政改正あり)

,4人世等      ・夫婦と子ども2人       ・妻 lよ、専業主婦で収入0と仮定 (配偶者控除)
・子ども2人は16歳未満の年少扶蓋と仮定 〈一般扶養控除33万円で試算)
,生命保険料など'他の控除はないものと仮定 (※社会保障料は、国民健康保険料 (鐘療分、支援分、介饉分)と して籍出

つまり年少扶養控除の廃止により、総合的・市渡的に

① 給与収入380万円世帯は 毎年10万 9800円―
②     600万円世帯は 毎年13万 4400円の増税
③     960万円世帯は 毎年22万 1200円の増税となつている !

●「児童手当の拡大」などの対応は当然L8年間で3000億円は浮いているはずです

少子化を招いたのは、長時間過密労働と低賃金を進めた政府と企業社会に原因があります。若者

の時間を奪い家庭を壊し続け「こども二人目の壁」「子育ての節約」まで強いてきたからです。

しかも子どもに関する国家財政そのものは、少子化で子ども総数減っていますから、教育も社会

保障も財政総額が当然にも減っていくのです。
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総与収入 :380万円
鶴 所得 :260万円 )

給与収入 :600万円
(給与所得 :436万円 )

続 収入 :960万円
(給与所得 :754万円 )

現行    改正前

1,746.340 .   2,506,3411

43,500 1      4,700

1.975,320     2,735,320

143,800       32,900

2,248,640     3,008,640

666,400      5111200

1,646,340     2,306,340

95,700 1     24,700

1,875〕 320     2,535,320

251,300     177,800

2,148,640     2,808=640

553,000     487,000

i39.200‐    291400 395,100       260,700 1,219,400       998=200
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児童手当支給額の推移
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議所 :内閣府「児童手当事業年報』より作成

億円)の饉暴し免:::鰺吾輩I労
が、2021年度では1兆 8944億

円となり、3000億円近く減つてい

るのです。

1懸9“億  このことは、子どもに関するすべて

普通の自動的な改善をして当然なの

です。

そもそも日本の消費税は悪質で、物価高騰で国は消費税で最高の増収
です

政権からの宣伝で「国際的に日本の消費税は低率だ」とか
「社会保障財源だから減らすことはで

きない」などとされていますが、事実はまつたく違います。

・主な国々では、標準税率は日本より高くても、教育・医療や生活必需品に消費税を
かけていない

か低率です。食料品 0水道水では、ドイツ7%・ ドイツ7%0イギリス0%です。教育では、それ

ぞれの国が非課税です。したがつて、日本の消費税は逆逸性が高く生活の基本に税負担
をかけて

いるのです。                    .
。自治体収入となるはずの地方消費税分は、国からの地方交付税で相殺となります。した

がつて約

95%の地方交付税交付自治体では相殺されるので実質的な収入になりません。

・消費税は目的税ではありませんから社会保障財源というのも違います。むしろ、社会保障
の行政

は自治体ですから、消費者ともなる自治体の支出では、医療・社会保障・教育の予算から消費税

への支出分が多くなり予算額そのものを実質削減することになります。

2022年度決算 消費税影響額 (保育所
0学校 )

【歳出】 単位 :千円

事業名等
消費税額 (8%)

(A)

消費税額 (10%)

(3)

影響額 (8%→10%)

(3-A)

公立保育所費 6,741 8,426 1,685

糠 268,560 335,701 67,141

169.546 211,933 42,387

86,794 108,493 21,699

1高等学校費 9,812 12,265 2,453

1専 P5学校費 2,408 3,010

小計 275,301 344,127 68,826

甲府市役所企画財政課調べ
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・特に自治体の子ども関係の衛生費・保育・学校教育の消費税負担は重くなります。医療・介護の

報酬では患者や利用者に転嫁できない消費税支出が膨大となりますし経営側はそのため患者・利

用者にも消費税を転嫁でき自己負担化を進める、混合診療・差額ベットや混合介護に向かわされ

るのです。

つまり、政権の宣伝とは逆に社会保障を結果として後退させ制度を破壊するのが消費税なのです。

・しかも日本の消費税制度では、企業内の節税のために、外注化をすすめ雇用も劣化させます。輸

出企業では消費税免税ですから大きな利益をもたらします。

・日本の消費税はこの国民が苦しむ物価高騰期こそ、実質的に大きな増税となり国の最高税財源と

なっています。例えば物価が20%高騰すると、消費税も自動的に20%増税となります。した
がって国は今までになく消費税で最高税収なのです。

物価高騰で 最高の税源が不公平な消費税にされている ! 税収 【漱 消費税】の推移

物価高騰で国民が疲弊するほd国は最高税収になります

_.1■
'1欄 鎌ゆ彎I

:学・マ1れ

'1消費税ヽ、
1観

0.8 9.3 10.〔

1=.6■ .;lo 3 10.＼鬱ご7桑 9.3

]5   鬱6   0T   03  0,   10   11   12   13   14   1摯    1ら    1で    18   19   20   21   22   23

-法 人統 一 消費税

出所 :財務省 r税収
'こ

闇する貸料」よ呼

・一方、諸外国の100ヶ国以上がコロナ災害期の物価高騰期には消費税や付加価値税を期間限定

でも引下げ国民生活を守ろうとしているのです。

・しかも大企業には様々な減税や特例を許していますが、零細経営には10月 からのインボイス制

度で事務負担をともなう実質消費税増税です。

大企業の合併・買収のM&Aも減税です。これからさらに地域の中小零細経営が ｀淘汰、とな
り、休廃業_・ 倒産・失業時代になることは明らかです。

政権や経団連などで予定している様 負々担増の計画とは !!

これからの政権の基本的財源の確保は、主に3つです。

・消費税率をはじめ各種増税

0社会保障の負担増



0禁じ手の国債の大量発行。

2024年度は医療の診療報酬と介護報酬の同時改定年度であり、その負担増の方針が今年度の

終わりの2024年の2月頃に出され、来年度2024年 6月以降から実施されはじめます。「防

衛増税Jは 2025年度以降から予定されています。
そこで、様々に狙われている負担増を調べることにしました。「骨太方針」や厚生労働省関係の

政府関係資料と、そしてもつとも政府が「聞く力」を傾ける独占企業の日本経団連などの要求資料

より拾い出しました 完全に把握してはいませんから、これ以外にも予定されている負担増がある

はずです。

「防衛増税」などの庶民増税力ヽまじまる

中国などの脅威をあおり、国民意識を都合よく変えつつ「防衛増税」の誘導をはかります。

●防鐘増税として2025年から「法劫   「所得税」「たばこ税」の負担増がはじまります。
政府方針では「我が国の防衛力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出 0歳入両面から安定的な

財源を確保する。税制部分については、令和9年度に向けて複数年かけて段階的に実施すること

とし、令和9年度において、1兆円強を確保する」としています。

・法人税については、法人税額に対し、税率4～ 4.5%の新たな付加税 中小法人に配慮する観

点から、 課税標準となる法人税額から500万円を控除しています。
・所得税については、「当分の間」税率1%の新たな付加税  「復興特別所得税」の税率を1%引

き下げるが、課税期間を延長すると結局負担増に。

・たばこ税については、「3円/1本相当の引上|力 を段階的に引き上げに。
一これらを2024年度移行からとしています。

●これだけでは足りません。政権は2023～ 27年度の5年間で防衛費43兆円として登また
しかも43兆円でなく、報道でも「実際の規模は60兆円近くに膨れ上がることされています。
「政府は5年間の規模を43兆円としているが、それ以外にも、期間中に新規契約する装備品購

入費で28年度以降にローンで支払う額が16兆 5000億円あるためだ」 (『東京新聞』202
2年 12月 22日 )と指摘されています。

●さらには、この報道にある60兆円確保でもtみません ! もともと日本の財政構造は、憲法の

第9条の規制を誤魔化しかいくぐるために、軍事費を防衛省の予算内に止めないで、文部科学省・

国土交通省・総務省。内閣府など他の省庁に予算を振り分けて広げています。

したがつて、国家予算全体が「少子化対策」というより、膨大となる軍事費のために、どう考え

ても世界第二位軍事超大国になるために一様々な分野での負担増がはじまつていくとみるべきで

丸
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防衛力整備計画の経費機達のイメージ
書購踊笹暉蘭料を基|こ

=織
ポ十T職

『東京新聞』2022年 12月 22日

●マイナンバーも「納税者番号制度」など全ての番号制度と結びわけ、金融所得や固定資産を把握

して増税や社会保険負担に結びつけます。この場合、「高額所得者の概念」を曖味にし、「中間層

以下」力`増税の対象とされるでしょう。

・「走行距離税・道路利用枷 が出されます。現時点では伏せられていますが、これから浮上するで

しょう。

・「地方税の胸 として自治体にともなう各種税率の引き上げが検討されます。

2024年度から確定しているのは「特定空き家」への固定資産税です。自治体が「特定空き家」
と決めると固定資産税は最高で6倍に、解体してさら地にしても固定資産税が3倍から4倍に跳

ね上がります。これは法の成立で確定しています。

※岸田政権の期間限定の踊聯諏潮晰党」にしても、その所得税の33.1%が、自治体の収入となる地方交付税

です。もし「所得税減税」となると地方交付税の減額となります。そのにめ自治体の多<は収入確保のため

地方税を引き上げることも考えられます。つまり法人県市町村民税・軽自動車税・都市計画税などの地方税

に樹する制限税廓 (自治体で課税することのできる標準をこえる税率の上限)に弾みをかけて踏み込む自治

体も増える可能性があります。また臨時対策債などが増やされ自治体の財政構造ガさらに歪むことも考えら

れます。

・登録免許税の軽減措置が2027年度から時限措置が切れます。このことも関連するのでは?

・自動車税の「自動車重量税のエコカー減税」を2024年 1月から燃費性能の要件を厳しくして

増税に。地方税の軽自動車も「現行のグリーン化特例 (軽課)の適用期限を3年延長」としてい

るので3年後は増税に。
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・酒税の税率では、飲酒がのびない清酒やビール引き下げても、チューハイ・サワー等に関しては、
2026年 10月 でも増税です。比較的安価な発泡酒・第二のビール 0ワインの負担を2027年度
よりさらに重くします。

税控除の廃止 0縮小=実質増税がさらに

税額の控除や期間限定の特例が廃止されるか、縮小見直しは、さらに様々に行われようとしてい

ます。それは実質的な増税となります。

・「     制の見直 L」 として「勤続30年以上の退職金」肖J減されようとしています。
・鵬 所得控除の見直L」 としての増税も想定されていま九

・「配偶者控除の見直 L」 で、やはリパート、非正規の配偶者控除の縮小か廃止を行おうとしていま

す。

これは、社会保険の加入条件となるいわゆる103万円などの「年収の壁」と言われる配偶者控
除や配偶者特別控除制度を、「女性の社会進出を妨げている」として、廃止・縮小がおこなわれ

ようとしています。この場合、雇用保険の労働時間要件の週20時間未満の拡大などの見直し
(強制)とセットで行われるでしょう。
・ 朕 養控除の縮小・廃止」は、今回も児童手当が拡充を掲げて、扶養控除の縮小・廃止が考え
られます:すでに子どもの学生アルバイトも103万円以上の場合が控除から外れますが、配
偶者控除廃上の時に103万円以下の場合も控除から外されることも考えられます。
・「生命保険控除」についても、廃止もしくは見直しの検討が。

・「公的年金控除の見直 1/」 年金額の削減が大きくなります。これは「遺族年金制度や在職年金制
度」でも 行われる可能性があります。
。「結婚子育て資金の       が2025年 3月 31日で廃止される可能性もあります。
・「相続税の加算期間の見直 L」 では、加算期間が延ばされることによって、増税となります。これ
は2024年 1からはじまります。

国民の生活困窮を救うには税と社会保障の制度的な改善充実です。しかし社会保障の充実ではな
く、負担増によって社会保障が壊されてきました。コロナ期や物価高騰期の様々な対策も社会保障
制度の充実ではなく、「こずかいを配る」ような「給付金」「補助金」でした。
しかも、政権は「税外の収入の際 ゝとして、全世代から年金削減と保険料・利用料・患者負担

を強めます。特に高齢者が、今もこれからもやり玉にされ、「負担能力に応じた負担の見直し」「一

定所得以上の判断基準の見直し」「世代間の公平性」のようにされます。そのことで企業負担が直接

ない後期高齢者医療保険や介護保険の保険料と利用料・窓口負担が引き上げられます。

社会保険の保険料 0利用料・患者 0年金の負担増に

14



後期高齢者医療保険では

・窓口患者負担では、2022年度よりはじまつた可患者負担2割化への配由 が2024年
の10月 からなくなり、負担増が本格化しま丸 同時に「2害J負担の対象範囲を拡大すべき」(日

本経団連)こ とが想定されます。

・保険料では、すでに、年収153万円以上の全体の約4割が負担増の対象とされ
ました。厚生労働省の試算では、年収200万円の場合、25年度は3900円増の9万 700
円となる。年収400万円の場合は、24、 25年度ともに1万 4000円増の23万 1300
円とされました。

後期高齢者1人当たりの保険料藤
(厚労警試算、年鷺当たり,卜ゃはM燿は制度政璽前から硼圏感動

|IⅢ I轟議 褥 玲 鼈 慇

1華
鱈8露2000円 1幸IR躾睫与燒磋簑:

|     |‐                                1.、 ・ .・ ●ヽ■ヽ■  ― __‐   .

祟1爾5100円→1簑礫瞼|→:

驚18繭00円帝1鼈→:儡 i

1響1鋤7300鶏 1幸鱚黎磋■:餃甕瞑:
毒評167万円→1憬魃楼→
〔注)制度酸亜駒は今後の医療費鸞:こ伴う亀揮を壼導 時事ドットコム 2022年 12月 14日

介護保険では

激しい負担増が確実に予定されています。

・「1割負担の介都 ll用原則が、2割～3害1に」

・「多床室の室料負担の導入」…この場合には施設と在宅と比較対立にされます。

・「福祉用具貸与化から販売化」

・「ケアマネジメントの自己負担化」が部分的にも必ず実施予定です。

・「軽度者 (要 1.2)への生活援助サービスの見直し」…嘲雨ントしとなります。
・「介護保険第二号被保険者対象年齢の引下げ」つまり保険料支払い期間の延長です。現在「40歳

以上の

15



第2号被保険者」を、より低年齢に (例えば35歳以上など)に し、負担を図るとしています。
現在の保険料は制度発足時から比べると2倍にもなり、全国平均月6014円で九 その保険料
が5年間延長では36万円以上の負担増となります。

医療保険全体では

協会けんぽ・国保・後期高齢者医療などの全体の医療保険に対しては、

・薬代窓口負担増として、「定率ではなく定額負担」「類似市販薬がある場合には保険適用から除外J

などで負担増に。

・少子化対策の名目での「支援金制度」で「保険料の引き上|カ カヽ検討されている。政府試算では

国民一人平均年6000円負担で、2026年度から実施という。
・一般の病院や診療所からも、初診料とは別に「受診時定額負担の導入」が要求されている (日本

経団連)

国民年金では

0第二号被保険者 (扶養されている配偶者の方で、原則として年収が130万円未満の20歳以上 60

歳未満の方)は配偶者控除の廃止と一体で保険料負担増が予定されていま九 これは「保険料を

納めなくても基礎年金を受給できる仕組み」「扶養の範囲内に収入が収まるように就業調整する

『年収の側 ができる根本原因になつている」(日経新聞2023年 10月 23日 )との口実です。

・保険料支払いの期間が「20歳以上から60歳未満」の40年間をごF20歳以上～64歳未満」
の45年間にするとされています。そうなると、現在の保険料で計算しても5年間で99万円以
上の負担増とされます。2024年度で決め、2025年度に法「改正」したいとしています。

厚生年金では

0「遺族厚生年金」では「男女格差の見直し」として給付の是正を2025年に予定されていま九
マスコミも「夫が働き、妻は家事に専念する一Ъこんな昭和の家族像を前提にしたルールが公的

年金制度には幾つも残る。2025年度の次期制度改正ではこれらの見直しが焦点になる」「年
金制度から『男女の役割分例 をなくせるの力、時代の流れに沿うように見える改革」(同上)と

して遺族年金の見直しを拡げていま九

生活保護では

・生活保護世帯の「医療扶助を、国保や後期高齢者医療制度への加入させたぃJとの方針がありま

す。生活保護の方の平均は死亡年齢も、平均寿命より短命です。そのため、もつとも費用がかか

る医療扶助制度を根本的に変えることになります。また、そのことで保険加入者と生活保護との

対立をも狙つています。

-75歳未満は国保に、そうなると国保全体の加入者の保険料負担が増すことに
二 75歳からは後期高齢者医療に、そうなると全加入者の保険料負担が増すことに
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一生活保護世帯では、窓口患者負担もはじめることに。

雇用保険では

・2023年度も保険料負担増でしたが、本来の失業給付は保険財政の全体の半分以下で歪んでい
ます。

・2025年度からもさらに負担増に。それは政府の、「130万円などの年収の壁」に対する「企
業補助50万円助成」や、「育児休業補償」「リスキング (学び直し)給付」―などの保険目的外
で「流用」されることに。

・当然、「財政基盤の立て直し」として保険制度の改悪と保険料負担に増が予定されています。

悪税の典型である消費税率のさらなる引き上げが

消費税津の引き上げと防衛費のための増税は、日本経団連などの独占企業が政府に公然と要求し

ています。

2023年 9月発表の経団連の『税制改正に関する提言』をみると

独占企業は今までにない利益を上げていますが、さらに税制「改正」をもとめ、その利益を増

やそうとしています。

・大企業減税については継続を要求し、さらに新たな減税をもとめています。

・「GXに積極的な企業への (税制)支援」「国内投資拡大を後押しする税制」「組織再編による企
業価値向上に向けた税制」(脇猪」vIEに関する提言』)と して財源確保を求めています。
・その一方では、庶民増税の引き上げを求め、「私的年金に関する税制」「社会保険料負担などに

ついて検討すべきJと しています。
・そして「消費税の引き上げは有力な選択肢の一つ」(同⊃ としています。

・防衛増税では、「防衛力強化に係る財源は、本来、すべての個人、法人によつて広く負担すべ

菫  (同⊃ としています。

経団連は2023年の提言では、消費税率の数字そのものを掲げていませんが、関西経済連合
会は、この10月 で早期に消費税率15%程度で将来的には18%程度としています。
消費税率 18%の関西経済運含会

PB黒字イじの早期達成に|よ )肖費税率 15%程度への引き上げが必要だが、債務残高対GDP比の安定
的な逓減を達成す るために|よ 将来的に消費税率 18%程度への引き上げが必要となる

(『中長期的な税財政のあり方に関する提言』2023年 10月 17日 )

最も経団連は、すでに2012年 に消費税率を最終的に 19%にすべきとすべきとの具体的要
求を掲げています。
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消-19%を 求める経団連

消費税1志、 資本形成を阻害せず、企業の国際競争力やわが国の経済成長に関して中立的な 税であり、税
収の安定性や世代間負担の公平性という面においても、所得税や 法人税より優れている。00略・・

消費税率を2014年4月に80/Q2015年 10月に 19/。へ引き上1嗅 凛 2017-2025年度の

間、税率 を毎年1%ずつ引き上1哄 最終的に 19%とする。

(『成長戦略の実行と財政再建の断行を求める』2012年 5月 15日 経済団体連諭

「それなら増税より国債でいいか ?」 では、絶対にいけません !

それは国家財政を変質させ、激しいインフレと戦争への道です

それなら、増税より国債の発行にすれば?」 との雰囲気も作られています。直接的な痛みが感じ

ない=痛税感ないことで、リベラルの方々でも、そのことを主張される方もいます。しかし、それ

はいけません ! 国債こそ、国家の財政体質を大きく変え、ある意味で増税より危険性が高いので

丸

日本の国債は1000兆円をこえ、もっとも危険になっている !・
=

国の国債の長期債務残高 (各年度末)

i,P締

鐵藤 :「我が国の財政椰精」

脚
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
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世界的にも最高比率

債務残高の国際比較 (対GDP比 )

3001ツ
158.:

日本 イタリア 米国 フランス 英国  カナダ ドイツ

出所 :IMF"Worid Economic Outlook"(2023年 4月 )

今でも国家財政を金利負担などで大きくゆがめているのが国債です

2023年度政府当初予算案の歳入内訳   2023年度政府当初予算案の歳出内訳

国債は、戦前の財政制度をみても、膨大な金利負担とともに「激しいインフレ=国民生活破壊」

に必ずなり、財政制度の軍事化につながる」のです。そのため戦後の憲法体制の財政法からも
「国

債は原則禁止」であり、特に「赤字国債は禁止」・「日銀の引き受 |すは禁止」ですが、それが特に安

倍政権から破壊されているのですもしかも、日本の激しい国債発行は、世界でも最悪状態で危険で

す。※ 参考『すでに嚇 」蔓に軍事化Jまは つている』 発行 社民党白治体議員団全国会議
したがつて、生活と平和を守るためにも、増税、保険料・利用料、公共料金などの負担増ととも

に国債発行を、やめさせなければなりません。

そして遅れているだけでなく、切り捨てられている社会保障など、どこから暮らしをささえる負

担をもとめるべきか? それは言うまでもありません 。・・。超富裕層と独占企業からです。

頌 金
35兆6230億円

3111薔

出所 :国税庁「財政のしくみと役割Jより
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圧倒的多数の普通の国民が、物価高騰とこれからの負担増で苦しんでいる時に、今までになく、

利益を上げている一握りの人たちがいます、独占大企業と超富裕な金融所得者です。

大企業の役員報酬は2022年度では、前年度と比較して平均30%以上の報酬引き上げです。
1億円以上の役員報酬者が2年間で233人も増えています。
また1億円の以上の所得者 係2万人はいる)への税率が低下している「1億円の壁」のことや、
労働による所得税より、実質的に働いていない株式配当など金融所得がはる力ヽこ有利となる不公平

税制はいささかも是正されていません。

幹ヽ

1ト

なぜか応畿負担原Rljで iまない…

申告納税者の所得税負握率
鷲1

′́́
′メ7

´́
′́
本曇震壌こうなつて

′′     当然のはずですが…

ン

鶏所 :鰯我オ f申富聴得縫奮事襲董」 :1019等力)より仁菫

役員報酬1億円以上開示企業 (2022年度)
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独占資本と金利生活者は今までにない利益を

経常利益 配当金

1999年度 15.34(10鯛 ) 3.15(100%)

20004F膠竜 19,39(12鶴 ) 3.46  (110%)

2002角「 s謹 18.35(12酬 ) 4.14  (131%)

2004年度 25,79(168%) 5.34  (170%)

20061F層置 32.83(21鋼 ) 11.98(38観 )

20081F遍電 19.43  (127鷲 ) 9。 11(289%)

2010年度 25.93(169%) 7.38  (234%)

2012年度 25。 97  (169%) 10.60(337%)

2014年度 37.42(24魅 ) 12.07(383%)

2016年度 42.43  (277%) 嗜5.50(492%)

2018年度 48.23(31鋼 ) 18.91  (600%)

20204「g菱 37.07  (242%) 20.21(642%)

2021年度 49.53  (323%) 22.19(704%)

(単位 :兆円)

一 経常利益

― 鞘 金

7倍 (70藁 )

1999  2002  2006  2010  2014  2013  2021

資料 :財務省「法人企業統計J

800覧

700%

600%

500%

40饉

300%

200%

10幅

0%

税金は、この超富機 や利益を得ている独占企業への応分な負担をもとめるべきです。
しかし、政権の「聞く力」は、超富裕層と独占大企業へここに対してだけであり、むLろ様生な減

税三補助金などの優遇措置を繰返しています。           ~

本来の税制度には応能負担原貝lJ● あ`りますが、もちろん放棄されています

脚

憲法14条 〔法の下岬 の原則は税制のEl cは租税公平主義としてあらわれているハ 租税の公平は形

重出1二公平であり、平等であるということで足りるものでな<、 実質的なものでなければならない。

つきり、納税議務者の経済的負担能力 G鍬力ΣI跡目応したものでなければならな墜とすうもので変る玉能
力諦 。人の担税力の標識として|よ「齋歌 財産及び肖費の3つをあげることができるがヽ 応能原則から|よ 例
二ば所得、財産の大きなものだ 重く、消費については奢修的なものに重く課税するとともに、最低生活費を
免税するという問題も生じる。

また、所得税等で累進税率が採用されているの|よ 応能原則を実現するのに適含するからである。

(31用 :ぎょうせい 臓腕 財政小辞典D

今が厳しい生活 ! 今が不安 ! それなのに

江戸時代の「5公 5民」よりひどい?!

なぜなら職場でも長時間過密労働と低賃金で絞られています

21



こうして普通の国民への負担増ばかりで、「このような国民負担率では今や江戸時代の5公 5民

と同じではないか?」 との声も聞かれます。しかし戦後最悪の長時間過重労働で企業内での無権利

な酷使も強まつています。

国民負担で絞られていますが、「■番搾り」は職場の労働苦からです。その意味で、当時と現在で

は生産力が異なりますが、「江戸時代より不公平で厳しい搾り取られ方」といえます。

潜在的国民負担率 (対国民所得比)の推移

60J%ト

50

40           33・
?  38.5

= 
「

:,,0    30     911    2000    111

磯穫在釣国民負担蕃=国民負燿率,議薫赤字

17 「S  21  23

「負担率 iこ関する資料」よ号

４９，４剛
酬
科
聾
覇
獲
」
‐３
踊

しかも、政府圏虫占大企業側は、労働法自体をさらに !さ らに !明文改悪しはじめようとして
し〕

ま九 二 の動きは確実に、労働苦と潜在的失業を強め、いのちと暮らしと平和を、さらに脅かすも

のです !

物価高騰は外国の問題だけでなく内政の政治経済の問題でもあります

しかも激しい物価高騰。インフレが続き、私たちの暮らしは今までになく苦しくされています。

この時期に様 な々負担増などは絶対に許されません !

賃金も2023年では「31年ぶりに大幅賃上|力 と言われていますが、すぐに「頬 賃金は低

下」の報道です。そもそも「3.6%代の賃上|力 では大幅などとは言えません。生活必需品に係

る物価は20%～ 30%、 あるいはもつと、確実に高騰しているからです。

第二次安倍政権からのこの11年間、体制側の「異次元の低金利政策」と独占的な差本価格の形

成によつて生活必需品も値上げばかりです。そして消費税などの税制度の要因があります。

生活が苦しく不安になつて当然です。この間、甲府市内の物価の変動は次の通りですが、全国に

共通しています。

ガソリン0灯油や電気などの高騰はすごいものです。2017年と比べてガソリンは138%、

灯油は155%です。電気料は約3倍にも高騰しています。これらは安倍政権時代からの「異次元

の金融緩和」政策からです。

15

財務省
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3%や5%の賃上げではg追いつかない物価の高騰
2012年11月

第二次安倍政権発足前月

2021lF8月

2012年からの上昇率

20231F9月

2012年からの上昇率

キャベツ

彫黎曰雹(100g)

玉ねぎ

洗濯用洗剤

バター

小麦粉

牛乳

まぐろ

牛肉

ガソリン

灯油

127円  →

141円  →

145円  →

153円  →

386円   →

182円  →

190円  →

357円  →

226円  →

128円 ※ →

1,295円 ※ →

138円  (109%) →

136円  (96%) →

218円  (150%) →

312F5  (204%)   ―う

436円  (113%) →

207円  (114%) →

203Fヨ   (107%)   ―)

416円  (117%) →

361円  (160%) →

166円  (122%) →

1,640円  (127%) →

153円  (120%)

156円  (111%)

218R   (150%)

382H   (25011)

479円  (12璃 )

272R   (14911)

229円  (121%)

423円  (118%)

334円   (14協 )

183円   (14那 )

2,128R   (16411)

※ガソリンと灯油は2017年 4月からの比較
(甲府市モニター価格調べより)

これらのエネルギー価格の高騰とは、いずれも政治と結びついた独占企業によるものであり≪先

取りした価格転嫁の独占価格≫です。またこれらの基本的なコストの引き上げは社会全体の物価高

騰につながります。

これでは、超富裕層の生活にとつては平気でも、普通の国民の家計は疲れ切ってしまい生活不安

は高まるばかりです。

高所得者ほど物価高騰の負担影響は少なくなる !

食料・エネルギー価格上昇に伴う年収階級別の負担燿

ど・:慰   2.2覧

2.Ob

負 1.5ζ
担

源1・ 0ヽ

雰4・ 5な
§.銚

怒
.ゝ
‐

■ :懇

30Φ万考    =30～      600～      80C～     峰00万興
未溝    50を万鋼    700万円    9"万円    以上

年間収入

理・燃料違機壌0漱変機種婚運か20議尋や継読|うと仮定、豊露率iま年鞣錯比
轟≠ :総務省勢家チ醜査より、みずほ呼サーチ&テクノロジースが牛威
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家計支出から食費の割合から貧困状態をみる「エンゲタИ締知の高さは、43年間で最高の29%

儘溝名稼計調羹 職 者2ス以上整帯2C3年 8月までの12な轟蕎素計)になつています。これは食

料の物価高騰と低賃金の影響です。いうまでもなく低所得ほど厳しくなっています。

エンゲリレ係数 (二人以上の世帯のうち勤労者世帯)四半期推移   (%)
28.0

27.0

26.0

25.0

24.0

23.0

22.0

21.0

20.0

2000            2005            2010            2015            2020

年 年 年 年 年

出所 :総務省統計局「家計調査J

様々な節約が。 トイレットペーパーの持ち去りや悲しい犯罪なども・・・

今、多くの普通の国民は、生活苦の中で、生活必需品の食料品・衣服費や光熱費など様々な節約

が強いられています。

自動車が必要な地方でも、自動車ではなく自転車通勤が多くなっていることも、この間の節約の

状況です。

最近のスーパーマーケットなどのトイレットペーパーの持ち去りがはじまつていることをご存

知でしょうか? 少なくない数の店舗では「トイレットペーパーの持ち去り」防止のために警告文
や店舗の名前をペーパァに書き込んでもいます。せっかく備え付けた生理用品も「持ち去り」が続

いているのです。

食品では、ステックのパンが「片親パン」と嫌な言い方もはじまつています。「片親家庭の貧し

い子どもがよく食べる時間と手間がかからない安価なパン」のことだそうです。
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様々な犯罪も増えています。東京歌舞伎町周

辺では、売春のために「立ちん1魂 をする初犯

の女性が増え、「一日5回客をとる女性もいたJ

との報道 (共同通信2023年 10月 8日 )もあ

りました。

窃盗では、特に高齢者がどの世代よりも多

く、 1000円以下の食料品の万引きの増加
です。貧困による・…生きるための。…「悲

しい犯罪」ではないでしょう力ゝ

孤独死も多くなっています。都市部では、高

齢者一人暮らしの人には、保証人がいてもな

かなかアパートも貸さな.く なっています。そ

れだけ孤独死が多くなっているからです。

多くのスパ…のトイレで兄受けられる実態

引取り手もなく行政が負担している「無縁遺骨」

多です。保管場所も不足となつています。

高齢者の検挙人員の罪名別構成比 (男女BIJ)

窃盗

も2022年 度では約 5万 3000件 の過去最

万馨|き  万弓|き以外の窃盗 傷書

(2021年 )

その他
全年齢爾

(175,鉾 1)

全嘉齢者

(41,267)

霧性高齢薩
(28,105)

女性高機者

(13,162)

資料 :法務省「2022年版犯罪自書』

老いも若きも、女性も男性も、普通の国民にとつて、最悪に困窮 した生活状態となっています。

それは自然現象ではなく、一部の人による政治経済に対する原因による諸結果の現われで丸

「黙つて働き笑つて納税」とは戦時の国策標語です。そんなことは許せません。

横 詐
暴行  領 欺

０
０

Ｃ
０ 19.4 ‖

●
●

・蜃

．

ｍ

41,0 20.0 :母1建

，
０ I

25



戦争とは、外交の悪政問題だけではじまるものではありません。内政の悪政が、外交を悪質し、    |
戦争に継続するのです。内政の悪政は、普通の国民を激しい貧困にさせ格差と貧困を徹底します。。

その貧困からの不安や不満や絶望が「景気が良くなれば・ 0・ 」「兵隊でも生活できる」「戦争でも

いい、社会が何か変われば・。「」と戦争にすら期待する社会状態がつくられるのです。

したがつて、国会の問題だけでなく、それと共に貧困化を許さない職場・地域・自治体での取り

組みが必要になつてきています。

「黙って働き笑つて納棚 餓時標語)ではいけない

みんなで負担増を止めましょう !

「2024年からの様々な国民負担の中止を求める署名」を

学習と交流を、負担を止める署名も必要になっています。署名は以下の項目です。

1.2024年度からの大衆増税や保険料・利用料・患者負担増は中止して下さい。
2.金融所得課税や「1億円の壁」などを曖昧にしないで不公平税制の是正をお縣 しヽます。
3.物価高騰期の消費税率は、下げるべきであり、引き上げは絶対にしないでください。

政権の「聞く力」は、超富裕層と独占大企業ばかりでおかしい !

しつかり、苦しい国民生活の声を聞かせましょう!苦しい生活や労働からの声を高め、みんな

でこの流れを変えていきましょう !

そのために広く署名活動や学習活動や交流をおこなっていきましょう!

そう!苦しめられている私達こそ、圧倒的多数者であり、本当の平和を求める社会の主人公だか

らです。

暮らしを守り、生きるために、そして安心 して働くため、

「2024年 からの様々な国民負担の中止を求める署名」に

ぜひともみなさんのご協力をお願いします !
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